
厚生労働省 

別添１ 

労働基準監督官の仕事 
～あなたの正義と優しさを、すべての働く人たちに～ 



はじめに 
 全国では、約430万の事業場で約5,200万人が働いています。労働者が安心して働ける職
場環境を実現するためには、労働基準法などで定められた労働条件が確保され、その向上
が図られることが重要です。 
 労働基準監督官は労働基準関係法令に基づいてあらゆる職場に立ち入り、事業主に対し
法に定める基準を遵守させるとともに、労働条件の確保・向上を図り、また、不幸にして
労働災害にあわれた方に対する労災補償の業務を行うことを任務とする厚生労働省の専門
職員です。 
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   １ 組織 

労働基準監督署とは？ 
 労働基準監督署は、厚生労働省
の第一線機関であり、全国に321
署あります。 
 労働基準監督署の内部組織は、
労働基準法などの関係法令に関す
る各種届出の受付や、相談対応、
監督指導を行う「方面」（監督
課）、機械や設備の設置に係る届
出の審査や、職場の安全や健康の
確保に関する技術的な指導を行う
「安全衛生課」、仕事中の負傷な
どに対し労災保険給付を行う「労
災課」、会計処理などを行う「業
務課」から構成されています。 
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   ２ 労働基準監督官の仕事（監督業務） 

2 

 
 労働条件に関する相談や、勤務先が労働基準法などに違反し
ている事実について行政指導を求める申告の受付を行います。 
 
 
 計画的に、あるいは、働く人からの申告などを契機として、
労働基準法などの法律に基づいて、労働基準監督官が事業場
（工場や事務所など）に立ち入り、機械・設備や帳簿などを検
査して関係労働者の労働条件について確認を行います。その結
果、法違反が認められた場合には事業主などに対しその是正を
指導します。また、危険性の高い機械・設備などについては、
その場で使用停止を命ずる行政処分を行います。 
 
  
 度重なる指導にもかかわらず、法違反の是正が行われない場
合など、重大・悪質な事案については、刑事事件として取り調
べなどの任意捜査や、捜索・差押え、逮捕などの強制捜査を行
い、検察庁に送検します。 
 
 

◆ 相談・申告の受付 

◆ 監督指導 

◆ 司法警察事務 



   ２ 労働基準監督官の仕事（監督業務）｜監督実施状況などを紹介します。 
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   ３ 労働基準監督官の仕事（安全衛生業務） 

◆ 安全衛生業務 
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 労働安全衛生法などに基づき、働く人の安全と健康を確保
するための措置が講じられるよう事業場への指導などを行っ
ています。具体的には、クレーンなどの機械の検査や建設工
事に関する計画届の審査を行うほか、事業場に立ち入り、職
場での健康診断の実施状況や有害な化学物質の取り扱いに関
する措置（マスクの着用など）の確認などを行っています。 
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   ４ 労働基準監督官の仕事（労災補償業務） 
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◆ 労災補償業務 

 「労災保険（労働者災害補償保険）」とは、仕事によ
るものや通勤による負傷（ケガ）・疾病（病気）・死
亡に対して労働者の救済の立場から必要な保険給付を
行う政府所管の保険制度です。 

 労災補償業務は、業務上の事由又は通勤による労働者
の負傷・疾病・障害・死亡などに対して必要な保険給
付を行うために、請求された個々の事案ごとに審査や
調査を行い、労災保険適用の有無及び給付範囲などの
判断（認定）を行う業務です。 

 労災認定に当たっては、被災者や事業場関係者などか
ら聴き取りを行ったり、関係資料の収集や主治医や専
門医から医学的な意見を求めるなど、労災の認定基準
に基づく高度な判断を行うための調査を行っていま
す。 

 以下の代表的な保険給付のほかにも各種保険給付があ
り、また、被災者の早期社会復帰の促進や遺族の援護
を図るための各種事業も行われています。 
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本省に過重労働撲滅特別対
策班（本省かとく）を新設 

 ５ 最近の主なトピック 
◆過重労働事案に対する特別チーム「過重労働撲滅特別対策班」（かとく）の新設【平成27年４月～】 
  

東京労働局・大阪労働局に設置（全国展開する企業を書類送検） 

◆厚生労働省本省に「過重労働撲滅特別対策班」を新設。47局において、「過重労働特別監督監理官」を新たに任命 
                                                            【平成28年４月～】 
 

全労働局（47局）に「過重
労働特別監督監理官」を新
たに任命 



   ６ 若手労働基準監督官からのメッセージ 
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   ６ 若手労働基準監督官からのメッセージ 
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Q１ 休暇について教えてください。 
   年次休暇については、４月に入省した場合、４～12月までの間に15日間の取得が可能です（使用しなかった分は、翌年に繰り越されます。）。 
  翌年からは、毎年１月に20日分の年次休暇が付与され、前年に使用しなかった休暇を取得することができます。また、ワーク・ライフ・バランス 
  （仕事と家庭生活の両立）支援制度として、育児休業制度等があり、取得促進を図っています。 

休暇 年次休暇、夏季休暇、結婚休暇、忌引休暇、産前産後休暇などがあります。 

 
 
 
 

異動・昇進 

 
 
 
 
 
 

Q１ 職歴がある場合の初任給を教えてください。 
   採用前に職歴などがある場合には、一定の計算に基づきその期間を経験年数として換算し、それに応じてさらに上位の号俸に格付けされること 
  があります。   
Q２ 手当の種類について教えてください。 
   東京、大阪、名古屋などの主要都市に勤務する場合には、地域手当が支給されることとなります（※１）。このほか、超過勤務手当、通勤手  
  当、扶養手当、特殊勤務手当、期末・勤勉手当などが支給されます。 
  （※１）最高で棒給月額の20％（東京都区内勤務者【平成28年４月１日】）の地域手当が支給されます。 
  （※２）「一般職の職員の給与に関する法律」が改正された場合は、上記給与額に変更が生ずることがあります。 

給与   
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新卒の初任給（平成28年度実績）大学卒業｜１級26号俸（178,400円） 

 採用後は、原則として、全国の労働基準監督署に配属され、その後、厚生労働省本省も含めて最初の配属先とは別の都道府県労働局管下
の労働基準監督署などに異動することとなりますが、将来的には、都道府県労働局長、労働基準監督署長など労働基準行政機関の幹部に昇
進します。 

 ７ 採用後の処遇・福利厚生について 



 労働基準監督官は、採用後１年間、監督関係業務に係る基礎的研修及び実地訓練を受けます。この間に
労働大学校で実施される中央研修（前期及び後期）を約３か月間にわたり受講することになります。ま
た、採用時の研修のほか、その後定期的に又は昇進時において中央研修が実施されます（安全衛生業務基
礎研修、労災補償業務基礎研修、専門研修、署長研修等）。 

   ８ 研修制度について 
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◆ 採用後１年間のスケジュール例 
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